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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第91期
第２四半期
連結累計期間

第92期
第２四半期
連結累計期間

第91期

会計期間

自平成29年
　１月１日
至平成29年
　６月30日

自平成30年
　１月１日
至平成30年
　６月30日

自平成29年
　１月１日
至平成29年
　12月31日

売上高 （百万円） 79,410 75,162 167,659

経常利益 （百万円） 3,988 3,158 8,190

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 2,446 2,267 5,191

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,665 2,282 5,848

純資産額 （百万円） 56,206 60,745 59,385

総資産額 （百万円） 123,475 122,163 124,923

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 275.64 256.63 586.12

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 45.0 49.2 47.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 29,764 7,703 15,406

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,131 △2,030 △1,803

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,483 △1,848 △975

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 44,782 34,125 30,301

 

回次
第91期
第２四半期
連結会計期間

第92期
第２四半期
連結会計期間

会計期間

自平成29年
４月１日
至平成29年
６月30日

自平成30年
４月１日
至平成30年
６月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 162.82 139.73

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお
りません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
　　　　４．平成29年７月１日を効力発生日として、普通株式５株を１株とする株式併合を実施したため、前連結会計年

度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　特記事項はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

 

(1) 経営成績の分析

　当第２四半期連結累計期間における経営成績につきましては、売上高は建設事業の当期受注が前年を上回った

ものの、手持工事の進捗状況が伸び悩んだことから、前年同四半期と比べて5.3%減の751億円余となりました。

　利益面におきましては、売上高の減少並びに他社との競争環境が増していることにより工事の粗利益率が前年

を下回っていることなどから、売上総利益は前年同四半期と比べて11.3%減の75億円余となり、販売費及び一般

管理費においては大きな変動はなかったことから、営業利益は25.5%減の28億円余となりました。

　しかし、法人税等調整額の大幅減少により、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同四半期と比べて7.3%

減の22億円余となりました。

 

　なお、報告セグメント等の業績は次のとおりであります。

( 建設事業 )

　売上高は前年同四半期と比べ5.3％減の736億円余となり、セグメント利益については前年同四半期と比べて

23.4%減の28億円余となりました。

( 不動産事業 )

　売上高は前年同四半期と比べ7.4％減の13億円余、セグメント利益については前年同四半期と比べ51.0％減の

８千万円余となりました。

（ その他 ）

　売上高は前年同四半期と比べ10.8％増の２億円余、セグメント利益については前年同四半期と比べ0.3%増の１

千万円余となりました。

 

(2) 財政状態の分析

　当第２四半期連結会計期間末の財政状況につきまして、資産については、回収資金を月次の下請負代金等の支

払に備え、現金預金が大幅に増加したものの、売上債権の回収が順調に進んだことから受取手形・完成工事未収

入金等が大幅に減少したため、前連結会計年度末に比べ総資産は27億円余減少し、1,221億円余となりました。

　負債については、繰越工事に対する工事代金の回収が進んだことによる未成工事受入金等の増加があるもの

の、当社が下請負代金の支払サイト短縮を実施したことなどに伴い、支払手形・工事未払金の減少が生じたこと

や前期発生していた多額の未払消費税がなくなったことにより、前連結会計年度末に比べ41億円余減少の614億

円余となりました。

　純資産合計は、親会社株主に帰属する四半期純利益を計上したことから利益剰余金が増加したため、前連結会

計年度末に比べて13億円余増加し、607億円余となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前年同四半期連結累計期間と比べて、期首残高は

増加しているものの、増減額全体としては233億円余減少しているため、前年同四半期連結累計期間から23.8％

減少の341億円余となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と主たる要因は、次のとおりです。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益や売上債権の減少額が主な収入要因となっ

ているものの、前年同四半期より減少しており、かつ未払消費税がなくなったことによる、その他の負債の減少

額や仕入債務の減少額が増加したことによる支出面の増加により、77億円余の収入超過となりました。（前年同

四半期は、297億円余の収入超過）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出が増加したことにより、20億円余の支

出超過となりました。（前年同四半期は、11億円余の支出超過）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる大きな収入はなく、配当金の支払いがあったことに

より、18億円余の支出超過となりました。（前年同四半期は、14億円余の支出超過）

 

(4) 経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。
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(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに発生した

課題はありません。

 

(6) 研究開発活動

　　　当第２四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、65百万円余であります。

　　　なお、当第２四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成30年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年８月９日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,988,111 8,988,111
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数100株であ

ります。

計 8,988,111 8,988,111 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成30年４月１日～

平成30年６月30日
－ 8,988,111 － 5,158 － 5,996
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（６）【大株主の状況】

  平成30年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

公益財団法人　福田育英会 新潟市中央区一番堀通町３番地10 688 7.66

株式会社第四銀行

（常任代理人　日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社）

新潟市中央区東堀前通７番町1071番地１

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
439 4.89

福　田　直　美 新潟市中央区 431 4.80

福　田　フ　ジ 新潟市中央区 326 3.63

小　沢　和　子 東京都世田谷区 321 3.58

福田石材株式会社 新潟市中央区白山浦１丁目614番地 286 3.18

福田組共栄会 新潟市中央区一番堀通町３番地10 241 2.68

福　田　勝　之 新潟市中央区 232 2.59

福　田　浩　士 東京都渋谷区 231 2.58

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 211 2.35

計 － 3,411 37.95

　（注）日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）が所有している株式は、全て信託業務に係る株式でありま

す。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式   102,200
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,854,200 88,542 －

単元未満株式 普通株式   31,711 － －

発行済株式総数 8,988,111 － －

総株主の議決権 － 88,542 －

　（注）１.「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度及び「役員株式

給付信託（ＢＢＴ）」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する

当社株式48,600株（議決権486個）が含まれております。

　　　　２.「単元未満株式」には、当社所有の自己株式59株が含まれております。

 

 

 

②【自己株式等】

平成30年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

㈱福田組
新潟市中央区一番堀通町

３番地10
102,200 － 102,200 1.14

（注）上記のほか、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度及び「役員株式給付信託（ＢＢＴ）」制度の信託財産とし

て、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有している当社株式48,600株は、上記自己名義所有株

式数に含めておりません。

 

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平

成30年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は平成30年７月１日付をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しておりま

す。

 

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 30,304 34,128

受取手形・完成工事未収入金等 ※３ 53,851 ※３ 45,517

有価証券 50 0

販売用不動産 466 591

未成工事支出金 1,987 1,799

不動産事業支出金 452 283

その他のたな卸資産 292 381

繰延税金資産 547 800

その他 2,492 2,747

貸倒引当金 △17 △13

流動資産合計 90,428 86,238

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 21,651 22,396

機械、運搬具及び工具器具備品 13,690 13,704

土地 14,691 14,877

その他 851 623

減価償却累計額 △25,478 △25,552

有形固定資産合計 25,406 26,050

無形固定資産   

のれん 493 395

その他 719 613

無形固定資産合計 1,213 1,009

投資その他の資産   

投資有価証券 5,593 6,066

長期貸付金 133 621

退職給付に係る資産 1,294 1,341

繰延税金資産 228 217

その他 1,243 1,257

貸倒引当金 △619 △636

投資その他の資産合計 7,875 8,866

固定資産合計 34,494 35,925

資産合計 124,923 122,163
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 ※３ 40,111 ※３ 37,522

短期借入金 1,583 700

未払法人税等 1,614 1,256

未成工事受入金等 6,345 7,953

引当金 805 1,814

その他 6,456 3,583

流動負債合計 56,917 52,831

固定負債   

長期借入金 2,049 2,061

繰延税金負債 108 58

再評価に係る繰延税金負債 900 900

引当金 347 385

退職給付に係る負債 2,765 2,708

その他 2,448 2,471

固定負債合計 8,620 8,586

負債合計 65,538 61,418

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,158 5,158

資本剰余金 6,132 6,158

利益剰余金 46,766 48,146

自己株式 △744 △760

株主資本合計 57,313 58,703

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,389 1,299

土地再評価差額金 22 22

退職給付に係る調整累計額 49 103

その他の包括利益累計額合計 1,461 1,425

非支配株主持分 610 615

純資産合計 59,385 60,745

負債純資産合計 124,923 122,163
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

売上高   

完成工事高 72,553 67,999

不動産事業売上高 1,423 1,309

その他の事業売上高 5,434 5,853

売上高合計 79,410 75,162

売上原価   

完成工事原価 64,496 60,918

不動産事業売上原価 1,063 1,003

その他の事業売上原価 5,298 5,654

売上原価合計 70,858 67,577

売上総利益   

完成工事総利益 8,056 7,081

不動産事業総利益 359 306

その他の事業総利益 136 198

売上総利益合計 8,552 7,585

販売費及び一般管理費 ※ 4,687 ※ 4,705

営業利益 3,865 2,880

営業外収益   

受取利息 3 7

受取配当金 103 89

持分法による投資利益 3 205

貸倒引当金戻入額 0 －

その他 94 97

営業外収益合計 204 400

営業外費用   

支払利息 22 17

シンジケートローン手数料 29 27

貸倒引当金繰入額 － 20

前払金保証料 21 16

その他 7 39

営業外費用合計 80 121

経常利益 3,988 3,158

特別利益   

固定資産売却益 8 2

収用補償金 － 146

関係会社株式売却益 31 －

投資有価証券売却益 0 20

その他 0 17

特別利益合計 39 186

特別損失   

固定資産除却損 5 42

投資有価証券評価損 2 4

減損損失 16 －

抱合せ株式消滅差損 34 －

その他 － 2

特別損失合計 59 49

税金等調整前四半期純利益 3,968 3,295

法人税、住民税及び事業税 1,117 1,258

法人税等調整額 342 △281

法人税等合計 1,460 976

四半期純利益 2,508 2,319

非支配株主に帰属する四半期純利益 62 51

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,446 2,267
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

四半期純利益 2,508 2,319

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 82 △92

退職給付に係る調整額 74 53

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 1

その他の包括利益合計 156 △36

四半期包括利益 2,665 2,282

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 2,603 2,231

非支配株主に係る四半期包括利益 62 50
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 3,968 3,295

減価償却費 635 706

減損損失 16 －

のれん償却額 98 98

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7 13

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,077 1,092

株式給付引当金の増減額（△は減少） 42 33

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △31 △56

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △18 △46

工事損失引当金の増減額（△は減少） 93 16

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △8 4

その他の引当金の増減額（△は減少） △9 △63

受取利息及び受取配当金 △106 △97

支払利息 22 17

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 2 4

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △0 △20

関係会社株式売却損益（△は益） △31 －

固定資産売却損益（△は益） △8 △2

有形固定資産除却損 5 42

収用補償金 － △146

持分法による投資損益（△は益） △3 △205

抱合せ株式消滅差損益（△は益） 34 －

売上債権の増減額（△は増加） 18,069 8,312

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,593 143

その他の資産の増減額（△は増加） 3,133 △237

仕入債務の増減額（△は減少） △1,526 △2,558

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,054 1,616

その他の負債の増減額（△は減少） 1,454 △3,054

その他 113 84

小計 30,665 8,993

利息及び配当金の受取額 112 99

収用補償金の受取額 － 188

利息の支払額 △25 △18

法人税等の支払額 △988 △1,558

営業活動によるキャッシュ・フロー 29,764 7,703
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  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △3 △3

定期預金の払戻による収入 3 3

有価証券の売却による収入 － 50

有形固定資産の取得による支出 △243 △1,198

有形固定資産の売却による収入 36 5

無形固定資産の取得による支出 △29 △11

無形固定資産の売却による収入 1 1

投資有価証券の取得による支出 △12 △404

投資有価証券の売却による収入 3 25

関係会社株式の取得による支出 △285 －

関係会社株式の売却による収入 64 －

関係会社出資金の払込による支出 △670 －

短期貸付金の増減額（△は増加） 84 △0

長期貸付けによる支出 △98 △500

長期貸付金の回収による収入 5 5

その他の支出 △10 △31

その他の収入 23 27

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,131 △2,030

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,600 △900

長期借入れによる収入 1,800 300

長期借入金の返済による支出 △284 △270

自己株式の売却による収入 2 97

自己株式の取得による支出 △473 △87

配当金の支払額 △801 △883

非支配株主への配当金の支払額 △29 △44

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △96 △59

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,483 △1,848

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 27,150 3,824

現金及び現金同等物の期首残高 17,538 30,301

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の

増加額
93 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 44,782 ※ 34,125
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１　偶発債務

下記の会社の金融機関からの借入金等に対して保証を行っております。

前連結会計年度
（平成29年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

ホテル朱鷺メッセ㈱ 90百万円 ホテル朱鷺メッセ㈱ 81百万円

㈱ジオック技研 80 ㈱ジオック技研 70

計  170 計  151

 

分譲マンションに係る手付金保証

前連結会計年度
（平成29年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

１社 51百万円 ３社 168百万円

 

２ 手形流動化に伴う買戻し義務限度額

前連結会計年度
（平成29年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

 221百万円  40百万円

 

※３　四半期連連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権

　四半期連結会計期間末日満期手形及び電子記録債権・債務の会計処理については、手形交換日又は決済日

をもって処理しております。なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四

半期連結会計期間末日の満期手形及び電子記録債権・債務が残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年12月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成30年６月30日）

受取手形 254百万円 217百万円

電子記録債権 29 21

支払手形 98 0

電子記録債務 188 32
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（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
　　至 平成29年６月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成30年１月１日
　　至 平成30年６月30日）

従業員給料手当 1,771百万円 1,776百万円

賞与引当金繰入額 355 355

退職給付費用 94 82

貸倒引当金繰入額 △7 △4

株式給付引当金繰入額 10 11

役員株式給付引当金繰入額 8 7

 

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日）

現金及び預金勘定 44,785百万円 34,128百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △3 △3

現金及び現金同等物 44,782 34,125

 

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年６月30日）

配当に関する事項

　　　　１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年２月24日

取締役会
普通株式 806 18 平成28年12月31日 平成29年３月29日 利益剰余金

（注）１.平成29年２月24日取締役会決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ

口）が保有する当社株式に対する配当金３百万円が含まれております。

２.平成29年７月１日を効力発生日として、普通株式５株につき１株の割合で株式併合を実施しております。１

株当たり配当額は、当該株式併合が行われる前の金額を記載しております。

 

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年６月30日）

配当に関する事項

　　　　１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年２月23日

取締役会
普通株式 887 100 平成29年12月31日 平成30年３月29日 利益剰余金

（注）平成30年２月23日取締役会決議による配当金の総額には、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が

保有する当社株式に対する配当金３百万円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日 至　平成29年６月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 建設 不動産 計

売上高      

外部顧客への売上高 77,736 1,417 79,154 256 79,410

セグメント間の内部売上高
又は振替高

14 27 41 0 42

計 77,751 1,444 79,195 257 79,453

セグメント利益 3,773 168 3,942 14 3,956

　（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、福祉関連事業等を含んで

おります。

 

　２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 3,942

「その他」の区分の利益 14

セグメント間取引消去 4

全社費用（注） △95

四半期連結損益計算書の営業利益 3,865

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

 

　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　各報告セグメントに配分していない遊休資産で、売却の決定がなされた売却予定資産について、回収可

能価額が帳簿価額を下回ったことから減損損失を計上しております。

なお、当該減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間において16百万円であります。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成30年１月１日 至　平成30年６月30日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 建設 不動産 計

売上高      

外部顧客への売上高 73,568 1,309 74,877 284 75,162

セグメント間の内部売上高
又は振替高

45 29 74 0 75

計 73,614 1,338 74,952 285 75,238

セグメント利益 2,890 82 2,972 14 2,986

　（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、福祉関連事業等を含んで

おります。

 

　２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 2,972

「その他」の区分の利益 14

セグメント間取引消去 △24

全社費用（注） △81

四半期連結損益計算書の営業利益 2,880

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 275円64銭 256円63銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 2,446 2,267

普通株主に帰属しない金額　　　　　　（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額　　　　　　　　　　（百万円）
2,446 2,267

普通株式の期中平均株式数　　　　　　　（千株） 8,874 8,836

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　２．「株式給付信託（J-ESOP）」制度及び「役員株式給付信託（BBT）」制度の信託財産として、資産管理サー

ビス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有している当社株式を、「１株当たり四半期純利益金額」の算定上、

期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております（当第２四半期連結累計期間40,328株、前

第２四半期連結累計期間 37,914株）。

　　　　３．平成29年７月１日を効力発生日として、普通株式５株を１株とする株式併合を行ったため、前連結会計年度

の期首に当該株式併合が行われたものと仮定して、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年８月８日

株式会社福田組

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 江島　　智　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 塚田　一誠　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社福田組

の平成30年１月１日から平成30年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平成30

年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社福田組及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告

書　提出会社が別途保管している。

　　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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